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1．「基本的な考え方」を反映するための具体的検討事項

2

快適都市

～地域の豊かさの創出～

（中目標1）

快適な
環境

（中目標2）

安全と
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活気の
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1) 「地域の豊かさ」を最優先に考える

2) つよいまちをつくる

3) 「資源」を有効に活用する

１ 持続可能性の向上

２ ブランド力の向上

３ コミュニティ力の向上

（
基
本
構
想
）

（
基
本
計
画
）

将来都市像の踏襲（方針1）
基本構想策定時、多くの市民参画により市民が求める20年後の普

遍的な将来像として具体化されたものであるため、原則踏襲します。

地域経営指針の統合（方針3）
基本姿勢は「地域経営指針の基本理念」を踏襲していることから、

地域経営指針を基本構想に統合します。

重点テーマの見直し（方針4）
H28から社会状況は変化しており、重点テーマを見直します。

都市計画マスタープランとの整合（方針3）

個別計画との整合（方針3）

草加市版総合戦略の統合（方針4）【再掲】

施策各論の記載内容の見直し（方針5）

施策指標の設定（進捗管理方法の検討）（方針3）

（実施計画）

（
実
施
計
画
）

（中目標5）地域経営を進める市役所

（
各
施
策
）

計画の前提の時点修正（方針2）

草加市版総合戦略の統合（方針4）

SDGsの考え方の導入（方針2）

計画のフレームの時点修正（方針2）



第四次草加市総合振興計画

第三期基本計画の検討

【具体的検討事項】

① 草加市版総合戦略の統合

② SDGsの考え方の導入

③ 計画のフレームの時点修正

④ 重点テーマの設定

⑤ 施策体系・施策名の見直し
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1．具体的検討事項①

4

草加市版総合戦略の統合

まち・ひと・しごと創生法において、地方公共団体は人口の現状と将来の

展望を提示する「地方版人口ビジョン」、及び、地方版総合戦略の策定に努

めることとされています。努力規定であるものの、国の交付金を活用するた

めには策定が条件となっており、本市でも策定しています。

その内容（事務事業やKPI）は、総合振興計画や実施計画と重複している部

分が多く、事務の効率化の観点からも一体化について検討します。

他自治体

では
まち・ひと・しごと創生法が施行された当初は「地方版総合戦略」

を単独の計画として多くの自治体が策定していました。しかし、施行から

6年以上が経過し、国の総合戦略の計画期間が5年であるということからも、地方自

治体の総合計画の改定時期を経る中で、総合計画（基本計画）と地方版総合戦略を

一体化する地方自治体もみられるようになってきました。

＜現状＞

趣旨や取組内奥、進捗管理の仕組みや指標が総合振興計画と重

複している部分が多い。

総合戦略をその内容に応じて、

基本計画および実施計画に統合し、

一体的に策定・進捗管理を行う。

該当事務事業

KPI（指標）
計画の目標

方向性等

資料11 対応箇所： p7~p8
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2．具体的検討事項①

5

該当事務事業

KPI（指標）
計画の目標

方向性等

策定趣旨

今後の施策の方向

計画期間

施策

事業

数値目標及び重要

業績評価指標

（KPI）

• 一体的に策定する旨を基本計画内に記載

• 「第２期草加市版総合戦略」の目標人口、

施策の基本的な方向、基本目標を基本計

画に記載

• 「第２期草加市版総合戦略」の期間を基

本計画内に記載

• 基本計画の施策を用いる旨を基本計画内

に記載

• 実施計画にて、事務事業のうち総合戦略対

象事業のものはアイコン等で明示

• 実施計画の事務事業を用いる旨を基本計

画内に記載

• 実施計画にて、数値目標及びKPIを定める

• 実施計画で定める旨を基本計画内に記載

総合戦略項目 統合方法

■ 草加市版総合戦略の統合について

資料11 対応箇所： p7~p8
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3．具体的検討事項②

6

SDGsの考え方の導入

近年、自治体の総合計画にはSDGsに言及しているものが多くあります。

本市においても、実施計画や地方版総合戦略等の計画において、SDGsのアイ

コンを掲載するなど、第三期基本計画の策定に当たっては、施策とSDGsの対

応表や施策へのSDGsアイコンの掲載等ついて、検討する必要があります。

SDGsとは

SDGs（持続可能な開発目標：Sustainable Development Goals）

とは、2030年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。

17のゴール・169のターゲットから構成され、地球上の「誰一人取り

残さない（leave no one behind）」ことを誓っています。

資料：第10次厚木市総合計画

■ SDGs対応表イメージ

資料：第5次沼津市総合計画

■ 各施策へのSDGsアイコン掲載イメージ

・SDGsへの賛同、SDGsと総合振興計画の方向性合致を示す

・SDGs未来都市申請等、具体的取組の基礎資料とする

・SDGsを新たな切り口として、これまでにない庁内連携を促す

資料11 対応箇所： p9~p10
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4．具体的検討事項③

7

計画のフレームの時点修正

「計画のフレーム」は、基本計画策定に当たっての前提となるものであり、

その内容は「人口・世帯」「財政」「産業」「土地利用」から構成されてい

ます。それぞれの現在の状況や将来推計（人口・財政）については、第三期

基本計画策定に当たって、検討時点の数値に更新する必要があります。

現状の「計画のフレーム」の各項目の数値を更新し、

新たに「産業別人口」を追加します。

他自治体においても、概ね、本市と計画のフレームにおいて記載している

項目は同様のものが多くなっておりますが、近隣市の計画と比較し、「産業

別人口」を新たに追加することとします。

資料11 対応箇所： p14~p21
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5．具体的検討事項④

8

重点テーマの設定

第二期基本計画では「持続可能性の向上」「ブランド力の向上」「コミュ

ニティ力の向上」の3つの重点テーマを設定。

１ 持続可能性の向上

２ ブランド力の向上

３ コミュニティ力の向上

２ 多様性を尊重するまちづくり

＜変更案＞

SDGsによる「だれ一人取り残さない」まちづくりの重要性の高まる中で、

性別や国籍、年齢や障がいの有無、家族のあり方をはじめ、あらゆる多様性

があることをを尊重し支え合いながらまちづくりを進めることが必要です。

１ 持続可能性が向上するまちづくり

社会が大きく変革する中で、まちの持続可能性を向上させるために、環境、

防災、都市基盤、行財政など様々な分野を横断的に取り組みことで、市民が

安心して住み続けられるまちづくりを進めます。

３ パートナーシップが育つまちづくり

まちづくりは行政の力だけでは進めることはできません。「草加市みんな

でまちづくり自治基本条例」においても、パートナーシップによるまちづく

りを進めることとしており、これからも多様な主体とパートナーシップを育

みながらまちづくりを進めます。

＜第二期基本計画の重点テーマ＞

・ 社会経済動向、国・県の動向等の

整理分析

・ 本市の現状、特性の整理・分析

・ その他（施策評価市民アンケート、

本市の取組状況）

■ 重点テーマの検討の流れ

１ 持続可能性が向上するまちづくり

２ 多様性を尊重するまちづくり

３ パートナーシップが育つまちづくり

＜第三期基本計画の重点テーマ案＞

資料11 対応箇所： p22~p25
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施策体系（案）について

9

■ 第二期基本計画施策体系 ■ 第三期基本計画施策体系（案）
施策名の見直し

施策体系上の見直し

資料11 対応箇所： p26
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10

２ 体系上の見直し（案）

１ 施策名の見直し（案）

第二期基本計画施策名 第三期基本計画施策名（案） 変更理由

２ みどりの保全と創出 ▶ ２ みどりの保全と公園の再生・活性化

公園に求められる役割・機能が変化していることを踏まえ、

変化に対応した既存公園等の機能改善・検討を図る必要性が

高まりを受け、今後取り組む内容に変更。

10 防犯対策の推進 ▶ 10 地域安全の推進

市が警察との連携の中で行う直接的な防犯対策を加え、間接

的な防犯対策や犯罪被害者等支援など市民が地域で安全に暮

らしていただくための施策しているため内容に即して変更。

11 消費者の自立と支援 ▶ 13 安全・安心な消費生活の推進
「自立」や「支援」という文言により、本施策が社会的弱者

に対して実施する施策として捉えられかねないことから変更。

17 児童福祉の推進 ▶ 19 子育て支援の推進
児童福祉という文言でも誤りではないが、より市民の目線に

立ったわかりやすい文言にするため変更。

18

目指す「草加っ子」(15
歳の姿)を育む幼保小中
を一貫した教育の推進

▶ 20 幼保小中を一貫した教育の推進
教育振興計画の改定に伴い、当該計画と文言の表記を統一す

るために変更。

41 質の高い広域連携の推進 ▶ 41 広域行政・官民連携の推進
近年、連携の相手方は近隣自治体だけでなく、大学や民間事

業者とも連携を進めているため実態に合わせて変更。

施策名 第二期基本計画 第三期基本計画 変更理由

安全・安心な消費生
活の推進

中目標：地域の共生
小目標：草加らしい豊かな暮らし ▶ 中目標：安全と安心

小目標：安全性の高いまちづくり
消費は“安心して”生活するための重要
な要素と捉えることができるため変更。

就労支援・
勤労者福祉の推進

中目標：地域の共生
小目標：ともに暮らす地域づくり ▶

中目標：活気の創出
小目標：にぎわいの創出と

ものづくりの発信

被雇用者に関する施策を、雇用者に関
する施策と同じ小目標に位置付けるた
めに変更。

施策体系（案）について 資料11 対応箇所： p26


